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意義とする公私の組織に対して



















































































































































































































































































































































































































控除適用者数（千人） 208 184 791
控除額（億円） 336 325 1,861
控除適用者割合（％） 2.8 2.9 12.4





































































































〔令和 2年11月 6 日訪問〕。
（42）小池・前掲注14、22頁。
（43）対象イベントについては、文化庁・スポーツ庁のHPに順次公開されている。
（44）国税庁「国税における新型コロナウイルス感染症拡大防止への対応と申告や納税
などの当面の税務上の取扱いに関するFAQ」 5−問 5。
（45）成道秀雄「寄附金とその沿革」日税研論集17号143頁、145頁（1991）参照。
（46）もっとも、本件にいわゆる大嶋訴訟の射程が素直に及ぶと解してよいかについて
は議論がある。
（47）ところで、寄附金控除の前身となる規定は、昭和37年税制改正で導入された税額
控除の規定であるが、昭和36年12月 7 日付け税制調査会答申は、所得税法上の寄附金
控除について一定の限度額を設けている理由として、①寄付金は、いわば個人の所得
38
の処分としてされるものであるから、純粋の税制上の立場からすると、これを課税所
得から控除するという理論的根拠に乏しいこと、②この種の寄付金を多額に支出でき
る者は、実際上高額の所得者に限られるから、一部の高額所得者に有利な制度となる
おそれがあること、③個人の寄付のその支出先団体に対する影響力は、概して法人に
おけるよりも大きくなりがちであり、種々の弊害も予想されることの 3点を挙げてい
る（答申566頁）。当初税額控除として導入された寄附金控除であるが、所得控除の方
法による現在においても限度額を設けている趣旨については通ずるところがあるもの
と思われる。すなわち、寄附金に関して所得税法が法人税法の取扱いと区別した制度
を設けているのは、こうした危惧に対応するためであるとすれば、立法目的としては
正当なものと解すべきであろう。
（48）渡辺充「寄付金課税再考」租研615号34頁（2001）のほか、段野聡子「寄附金控除
制度と社会参画─税制の役割─」経済経営研究27号77頁など。なお、松澤智教授は、
「従来、事業を行う個人と法人との区別の基本的差異については、消費生活を予定す
るか、或いは営利のみを目的とする合理的経済人であるかに求めてそれを本質的視角
としていたものであるが、寄付金については、この区別は妥当しないといわねばなら
ぬ」とされ「寄付行為という同一の視点から論じるべき」とされている（松澤『租税
実体法〔増補版〕』269頁（中央経済社1980））。
（49）そもそも法人擬制説に立つのであれば、個人と法人の間に公平性を模索すること
自体無意味であるいった中里実教授の見解もある（中里「判批」ジュリ983号78頁
（1991）参照）。
（50）吉村典久「判批」ジュリ993号208頁（1992）参照。吉村・前掲注15、71頁も参照。
（51）酒井克彦「寄附金控除の今日的意義と役割（中）公益の増進に寄与するための寄
附金の奨励措置」税弘58巻 3 号160頁（2010）。
（52）金子・前掲注20〔日税研論集〕、13頁。
（53）増井・前掲注13、33頁。
（54）酒井克彦「寄附金控除の今日的意義と役割（上）公益の増進に寄与するための寄
附金の奨励措置」税弘58巻 2 号136頁（2010）。
（55）増井・前掲注27、684頁。
（56）酒井克彦「寄附金控除の年末調整制度化に対する議論（上）─近時の改正と寄附
金控除制度の充実論─」税務事例44巻12号63頁（2012）。
（57）渡辺徹也「最近の税制改正における寄附金の扱い─大学等への寄附・ふるさと納
税・格差問題を中心に─」税務事例研究156号42頁（2017）。
（58）藤谷武史「寄附税制の基礎理論と制度設計」税研189号32頁（2016）。
（59）藤谷・前掲注29、48頁。
